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１. 事実の概要




としてY1所有の建物 (本件ビル) の一部 (本件店舗部分) を借り受け

















なお､ 本件ビルは事故前の調査で､ 本件事故直前､ 老朽化による改修
の必要はあるものの､ 使用不能とまでは至っていない状態であったこと













































































































独立の義務としてよりも､ 相当性の判断の中で ｢不可避性｣ などの下位基準と
して考えられているようである｡ 北川善太郎 『注釈民法10巻』 (1987)547頁以
下｡
 奥田昌道 『債権総論 [増補版]』 (1992)178頁｡
特別の事情によって生じた損害であり､ その ｢特別な事情｣ についての
予見可能性が要件となる｡ すなわち､ ある事情によって生じた損害につ
いては､ その事情が当事者に予見できるものでなければ､ 賠償の範囲に



























否定し､ 営業利益喪失相当の損害の賠償請求全部を否定した｡ これに対し､ 最
高裁は ｢貨物自動車が､ 電車運転手の過失に基づく衝突によって破損し､ それ
がため休車した場合において､ 右自動車の所有者が休車によりその期間中､ こ












ある｡ しかし､ (イ)・(ロ)に関しては､ 両原告はいずれも事業者で､ そ
の目的物が貨物用自動車であるため､ 事業用であることがわかりやすい







































 なお､ 学説においては､ 実際に生じた損害がいずれに該当するかという点は
明確ではなく､ 契約の類型によって判断されなければならないとされている｡
その際に考慮すべき要素として､ (a)当事者の属性・立場・関係(当事者が商人
であるか､ 売主か買主か､ 小売店やメーカーか消費者か)､ (b)目的物の種類・
性質(動産か不動産か､ 特定物か不特定物か､ 代替措置を執ることができるか)､
(c)社会経済状況(価格変動が特別な状況であるか)という点があげられている｡
中田裕康 『債権総論』 (2008)160頁､ 奥田 ・前掲(注１)178頁｡


























 内田貴 『民法Ⅲ』 (2005) 124頁｡
























 難波譲治 ｢批判｣ 私法判例リマークス40 2010上(2010) 24頁以下｡
 多くの評釈は､ 本件で損害軽減義務が416条の枠内で考えられていることに
触れてはいないものの､ 否定的な見解を示しているわけではない｡ 日下部真
治 ｢判批｣ 法律のひろば2009・11(2009) 59頁､ 潮見佳男 ｢批判｣ ジュリス
トNo.1398 92頁､ 中村肇 ｢批判｣ 法学セミナー No.654 128頁､ 野沢正充
｢判批｣ 判例タイムズ1298号63頁､ 広峰正子 ｢批判｣ 法律時報 81巻12号 114
頁など｡
 川村洋子 ｢批判｣ 法学教室(2009)18頁｡











するが､ これに対して批判を加えたのが森田説である｡ すなわち､ 414
条が履行請求を認めている以上､ わが国の法制度は履行請求が原則であ
り､ 損害軽減義務を原則とすることはわが国の法制度に合致しないとの
批判である｡ この見解からは､ 損害軽減義務を導入するとしても､ 解除
義務によって債務の転形を介在させて履行請求権と抵触しない限度で可















 森田修 ｢『損害軽減義務』 について｣ 法学志林91巻第１号(1993) 180頁｡
執るべき時以降の損害を全部賠償すべきではないとして､ 損害軽減義務














場合は､ ｢損害を回復又は減少させる措置｣ を講ずるべきであり､ 解除
が可能な時点における損害賠償額に限定されると解したにすぎないとし



























し､ 本判決では､ ｢民法416条１項にいう通常生ずべき損害の解釈｣ を根
拠として､ 賃借人の損害軽減義務を認め､ 損害軽減措置を執ることがで
きたと解される時期以降の損害のすべてを賠償額に含めるべきではない











 その他､ 内田教授の見解に否定的な意見を示す評釈として 難波前掲(注9)
25頁｡
などとしており､ それ以後の損害については特別損害として予見可能
性の有無で判断されることになる｡ この点について､ 本件では､ 裁判所



































判旨の結論には賛成である｡ ただし､ 本判決からは､ 履行請求権と損
害軽減義務の関係について､ いかなる論理によって履行請求権の第一義
性が否定されるのかが示されていないため､ 事例判断としての意義を有


















また､ 本判決では､ 契約が有効な状態で､ 賃借人が賃料も供託してい
た事例であるから､ 賃借人側の占有に過失はないため､ 過失相殺での処






するといえよう｡ しかし､ 建物の賃貸借契約のような場合には､ 一般に
代替取引が容易ではないことが多い｡ むしろ､ このような要件を満た
すケースは､ 本件のような賃貸借契約ではなく､ 多くの種類物売買にあ














 事業用店舗については､ 賃料の高低､ 顧客の定着度､ 立地条件等の理由から















 潮見佳男 『債権総論Ⅰ第二版』 (2003)351頁｡
